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国際裁判管轄法制部会資料 22

平成２１年１０月２日

国際裁判管轄法制に関する個別論点の検討（２）

※ ゴシック体の本文は，部会資料20と同一又はこれを形式的に修文したものであるが，そ

の実質的な内容は中間試案から変わっていない。

論点１ 消費者契約及び労働関係に関する訴えの管轄権

第２ 契約上の債務の履行の請求に係る訴え等についての管轄権

12 消費者契約に関する訴えの管轄権

① 消費者（個人（事業として又は事業のために契約の当事者となる

場合におけるものを除く ）をいう。以下同じ ）と事業者（法人そ。 。

の他の社団又は財団及び事業として又は事業のために契約の当事者

となる場合における個人をいう。以下同じ ）との間で締結される。

契約（労働契約を除く。以下「消費者契約」という ）に関する消。

費者から事業者に対する訴えは，

【甲案】訴えの提起の時又は当該消費者契約の締結の時における消

費者の住所

【乙案】当該消費者契約の締結の時における消費者の住所

が日本国内にあるときは，日本の裁判所に提起することができるも

のとする。

② 消費者契約に関する事業者から消費者に対する訴えは，第１①又

は②の規律による場合を除き，日本の裁判所に提起することができ

ないものとする。ただし，次に掲げる場合には，日本の裁判所は，

当該訴えについて管轄権を有するものとする。

ア 消費者が第一審裁判所において日本の裁判所が管轄権を有しな

いとの抗弁を提出しないで本案について弁論をし，又は弁論準備

手続において申述をしたとき。

イ ③の規律により，消費者と事業者との間の民事上の紛争につい

て日本の裁判所を訴えを提起することができる裁判所として定め
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る合意が効力を有するとき。

③ 消費者と事業者との間の民事上の紛争を対象とする管轄権に関す

る合意（第４の１の合意をいう。以下同じ ）は，次に掲げるとき。

に限り，その効力を有するものとする。

ア 当該紛争が生じた後にされた合意であるとき。

イ【甲案】消費者契約の締結の時における消費者の住所がある国の

裁判所を訴えを提起することができる裁判所として定める合

意（その国以外の国の裁判所に訴えを提起することを妨げな

いものに限る ）であるとき。。

【乙案】第２の１から11までの規律により管轄権を有することと

なる事由及び消費者契約の締結の時における消費者の住所が

特定の国にある場合において，その国の裁判所を訴えを提起

することができる裁判所として定める合意（その国以外の国

の裁判所に訴えを提起することを妨げないものに限る ）で。

あるとき。

【丙案】③においては，ア及びウ以外に合意が効力を有する場合

を定めないものとする。

ウ 消費者が管轄権に関する合意に基づき日本若しくは外国の裁判

所に訴えを提起したとき，又は事業者が日本若しくは外国の裁判

所に訴えを提起した場合において，消費者が管轄権に関する合意

。に基づきその裁判所が管轄権を有しないとの抗弁を提出したとき

（補足説明）

１ 意見照会の結果について

(1) 本文①について

本文①については，甲案に賛成する意見，乙案に賛成する意見がそれぞれ寄せら

れた。

甲案に賛成する意見は，消費者の司法へのアクセスに最大限に配慮するとの観点

から相当であり，訴え提起時の消費者の住所地に国際裁判管轄を認めることが相当

ではない場合には，特別な事情による却下をすることにより妥当な結果を得ること

ができることなどを理由とする。他方，乙案に賛成する意見は，消費者が契約後に

住所を移転した場合に，移転先の国で応訴を強いるのは，事業者の予測可能性を害

するものであることなどを理由とする。

(2) 本文②について
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本文②については，反対の意見はなかった。

(3) 本文③について

本文③については，甲案，乙案，丙案のそれぞれに賛成する意見が寄せられた。

甲案に賛成する意見は，消費者契約の締結時の住所地に管轄を認める合意は，当

事者の予測可能性を害するものではないので，私的自治の観点からも認めることは

差し支えないことなどを理由とする。乙案に賛成する意見は，第２の規律により国

際裁判管轄を有する国がある場合には，その国を裁判地とすることに一定の客観的

合理性が認められる場合であり，これと契約締結時の消費者の住所地が重なってい

る場合には，合意の効力を否定する理由はないことなどを理由とする。丙案に賛成

する意見は，消費者契約後に消費者が住所を移転した場合に，同契約時の住所で事

業者が訴えを提起することを認めると，消費者保護を図った趣旨が没却されること

などを理由とする。

(4) まとめ

意見照会の結果によれば，(ⅰ)消費者の司法へのアクセスを考慮して，消費者契

約に関する訴えの国際裁判管轄について特則を設けることについては異論はなく，

(ⅱ)消費者に対する訴えについての本文②についても異論はなかった。他方，本文

①及び③については，消費者の司法へのアクセスの保護と事業者の予測可能性のバ

ランスをどのようにとるかという観点から，部会及び意見照会の結果において賛否

が分かれているところである。

以上を踏まえ，本文①及び③について，どう考えるか。

２ 本文の修文について

なお，本文①から③までについて，実質的な内容は同一であるが，表現振りを変

更している。例えば，本文③イの括弧内は，付加的な管轄権に関する合意の趣旨が

明らかになるように表現を変更している。

13 労働関係に関する訴えの管轄権

① 個別労働関係民事紛争（労働審判法第１条に規定する個別労働関

係民事紛争をいう。以下同じ ）に係る労働者から事業主に対する。

訴えは，当該紛争に係る労働契約における労務の提供地（その地を

特定することができない場合にあっては，当該労働者を雇い入れた

事業所の所在地）が日本国内にあるときは，日本の裁判所に提起す

ることができるものとする。

② 個別労働関係民事紛争に係る事業主から労働者に対する訴えは，

第１①又は②の規律による場合を除き，日本の裁判所に提起するこ

とができないものとする。ただし，次に掲げる場合には，日本の裁
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判所は，当該訴えについて管轄権を有するものとする。

ア 労働者が第一審裁判所において日本の裁判所が管轄権を有しな

いとの抗弁を提出しないで本案について弁論をし，又は弁論準備

手続において申述をしたとき。

イ ③の規律により個別労働関係民事紛争について日本の裁判所を

訴えを提起することができる裁判所として定める合意が効力を有

するとき。

③ 労働者と事業主との間の個別労働関係民事紛争を対象とする管轄

権に関する合意は，次に掲げるときに限り，その効力を有するもの

とする。

ア 当該紛争が生じた後にされたものであるとき。

イ 労働者が管轄権に関する合意に基づき日本若しくは外国の裁判

所に訴えを提起したとき，又は事業主が日本若しくは外国の裁判

所に訴えを提起した場合において，労働者が管轄権に関する合意

。に基づきその裁判所が管轄権を有しないとの抗弁を提出したとき

（補足説明）

意見照会の結果について

(1) 本文①について

本文①については，労働者の司法へのアクセスを保護し，事業主の予見可能性を

害することもないことなどを理由に，すべて賛成であった。ただし，労働契約の一

方当事者を「事業主」ではなく「使用者」とすべきとの意見や 「労務の提供地」，

が複数の場所を含み得るものであり，また，最後の労務提供地も含むことを明確に

すべきであるなどの意見が寄せられた。

(2) 本文②について

本文②については，賛成の意見が大多数であったが，労務の提供地が日本にある

場合に日本の裁判所に訴えを提起することができるようにすべきであるとの意見も

あった。

(3) 本文③について

本文③については，賛成の意見が多数であったが，これに反対する意見も寄せら

れた。本文③に賛成する意見は，労働契約は潜在的に当事者間の力関係の均衡を欠

， 。 ，いているので 合意管轄を制限することは相当であることなどを理由とする 他方

反対する意見は，日本人従業員が外国企業に引き抜かれ，競業禁止期間中に国外の

競合企業に勤務するような場合に日本で訴えを提起できないとするのは行き過ぎで
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あること，事業者の予測可能性を害することなどを理由とする。

(4) まとめ

意見照会の結果によれば，(ⅰ)労働者の司法へのアクセスを考慮して，労働関係

の訴えの国際裁判管轄について特則を設けることについては異論はなく，(ⅱ)本文

①についても異論はなく，(ⅲ)本文②についても，概ね異論はなかったが，(ⅳ)本

文③については賛成する意見が多かったものの，意見が分かれたところである。

以上を踏まえ，本文③について，どう考えるか。

論点２ 財産権上の訴え等の管轄権

第２ 契約上の債務の履行の請求に係る訴え等についての管轄権

３ 財産権上の訴えの管轄権

① （略）

②【甲案】財産権上の訴えで金銭の支払の請求を目的とするものは，

差し押さえることができる被告の財産の所在地が日本国内にあ

るときは，日本の裁判所に提起することができるものとする。

【乙案】

ア 財産権上の訴えで金銭の支払の請求を目的とするものは，差

し押さえることができる被告の財産の所在地が日本国内にある

ときは，日本の裁判所に提起することができるものとする。

イ 外国裁判所が，差し押さえることができる被告の財産が当該

外国に所在することのみにより管轄権を行使した場合には，当

該外国裁判所の確定判決は，その効力を有しないものとする。

【丙案】財産権上の訴えで金銭の支払の請求を目的とするものは，

原告の申立てにより日本に所在する被告の財産に対し仮差押え

がされているときは，日本の裁判所に提起することができるも

のとする。

（注）

上記①②の規律のほか 「財産権上の訴えは，請求の担保の目的の所在地，

が日本国内にあるときは，日本の裁判所に提起することができるものとす

る 」との規律の当否についても，なお検討する。。

７ 海事に関する訴えの管轄権

①，② （略）

（注）
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船舶債権その他船舶を担保とする債権に基づく訴えについては，特段の規

律を置くか否かについて，第２の３（注）における検討も踏まえ，なお検討

する。

（補足説明）

１ 財産権上の訴えの管轄権の本文②について

(1) 意見照会の結果について

意見照会の結果，債権者保護の観点から，差押可能財産の所在地による国際裁

判管轄を認めるべきであるという点に異論はなく，また，一定の場合には，国際

裁判管轄を制限すべきであるという点にも反対はなかった。

どのようにして差押可能財産の所在地による国際裁判管轄を制限するかについ

て，中間試案は甲案から丙案までの三案を提示したが，そのうち賛成する意見が

最も多かったのは甲案であり，乙案の考え方を支持する意見も複数あったが，丙

案を支持する意見はなかった。

甲案に賛成する意見は，乙案及び丙案はいずれも問題があると指摘した上で，

差押可能財産の所在地による管轄を緩やかに認めた上で，過剰管轄のおそれがあ

る事案については，第５の規律（特別の事情による訴えの却下）により妥当な結

論を得ることが可能になるので妥当であるとする。

乙案に賛成する意見は，判決の効力を日本国内に存在する財産に限定すること

が可能になるので妥当であるとする。他方，乙案に対しては，規律として複雑又

は変則的である上，外国から見ると片面的で不公平なため，日本の法制に対する

信頼を疑わしめるおそれがあるとの指摘がある。

丙案に対しては，仮差押えを必要とすると原告にとって過度の負担となり，保

全と無関係に裁判管轄を定める従来の基本的な発想とも矛盾するなどの指摘がさ

れている。

以上，意見照会の結果は，(ⅰ)差押可能財産の所在地による国際裁判管轄を認

めることには異論がなく，(ⅱ)差押可能財産の所在地による国際裁判管轄を制限

すべき場合があることについても異論がなく，(ⅲ)過剰管轄に当たる場合には，

第５の規律により，事案における具体的事情を考慮して柔軟に訴えを却下し得る

ようにすべきであるとの意見が大多数であり，(ⅳ)さらに，判決の効力を日本国

内に存在する財産に限定することが可能になるとの理由から乙案に賛成する意見

もあったが，乙案は相互主義の見地や立法技術上問題があることから，甲案に賛

成する意見が多数であった。

(2) 各案について

ア 甲案について
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後記のとおり，財産所在地の国際裁判管轄に関する裁判例においては，財産

の価額と訴訟物の価額の均衡など特定の要因のみを重視することなく，事案ご

との具体的事情を柔軟に考慮しつつ，過剰な管轄を認めることを回避してきた

ということができると思われる。甲案は，これまでの裁判例の考え方に沿うも

のであり，事案における具体的な事情を考慮して妥当な結論を導くことを意図

するものであるが，その判断基準があいまいであるとの指摘がある。

甲案によれば，財産所在地の国際裁判管轄に基づく我が国の判決の承認・執

行を外国の裁判所に求めることは妨げられないこととなり，その場合には，当

該外国の裁判所が，各事案ごとに，自国の管轄に関する法令に基づき，日本の

裁判所の判決を承認するかどうかを判断することとなる。他方，財産所在地に

よる国際裁判管轄を認めた上でされた外国裁判所の確定判決を承認するかどう

かは，法第１１８条に基づき，事案ごとに判断されることとなる。

イ 乙案について

乙案は，直接管轄については甲案と同一の考え方をとる。間接管轄について

は，外国裁判所が，差し押さえることができる被告の財産が当該外国に所在す

ることのみにより管轄権を行使した場合には，その外国裁判所の確定判決は効

力を有しないものとする。

乙案によれば，財産所在地の国際裁判管轄に基づく我が国の判決の承認・執

行を外国の裁判所に求めること自体は妨げられないが，同様の管轄に基づく外

国の判決の承認を拒絶する規定を置くこととなるため，同様の法制度を有する

外国は，同国の管轄法制によれば我が国の判決を承認することができる場合で

あっても，相互の保証に反するなどの理由から，我が国の確定判決を承認しな

いこととなると考えられる。他方，財産所在地のみにより国際裁判管轄を認め

た上でされた外国裁判所の確定判決は，我が国の直接管轄の規律によれば我が

国の裁判所に管轄が認められる場合であっても，我が国で承認・執行されない

こととなる。

乙案は，これにより，我が国の判決の効力を実質的に日本国内に限定するこ

とを意図するものであるが，明文上は，我が国において財産所在地による国際

裁判管轄を認めながら，同様の基準により国際裁判管轄を認めた外国判決を承

認しないことになるので，前記のとおり，外国には不公平・片面的な制度であ

るとの印象を与えるおそれがあるとの指摘がある。

ウ 丙案について

丙案は，差押可能財産の所在地による国際裁判管轄を認めるための要件とし

て，原告が訴えに係る請求権に基づきその財産に対して仮差押えをしているこ

とを要するとするものである。丙案は，これにより請求と財産の関連性を作出
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し，過剰管轄を回避することを意図するものであり，スイスなどに立法例が見

られるが，(ⅰ)仮差押えを要件とすることは原告にとって過度の負担になる，

(ⅱ)この要件を設けても僅少な価値の財産に対する仮差押えをすることは可能

なので，過剰管轄を防止できないなどの批判があり得る。

エ 甲案ないし丙案の内容，意図，効果等については，上記のとおりであると考

えられるところ，いずれの案をとるべきかについては，どう考えるか。

（参考）

１ 部会資料８に記載したとおり，法第５条第４号は，ドイツ民事訴訟法第２３条を

受継したものである。ドイツ国内では，もともと特殊な満足的仮差押えを管轄原因

とする仮差押えの裁判籍が広く認められていたが，その後，仮差押えの要件を不要

とする立法がされて，ヨーロッパ大陸諸国や我が国の民事訴訟法に受継された（渡

辺惺之「財産所在地の国際裁判管轄と民訴法八条(1)」国際法外交雑誌８４巻３号５

１頁 。この規定は，判例により拡張的に解釈・適用されたことにより，現在では過）

剰管轄の例とされているが，ドイツ連邦最高裁判所は，１９９１年，国際裁判管轄

を認める要件として，訴訟事件とドイツとの間に関連性を要すると判断した。

， ，財産所在地による管轄は 主としてドイツ法の影響を受けた国で見られるところ

オーストリア管轄法第９９条は，国内に存在する財産の価値と訴訟物の価額との均

衡を要件とし，スイス国際私法典第４条は，仮差押えの存在を要件としている。な

お，ヨーロッパにおいては，二国間執行条約により，財産所在地による国際裁判管

轄の承認・執行が制限されている場合もある。

２ 過剰管轄の例に関し，ブリュッセルＩ規則は，付属文書１に，他の管轄の規律と

ともに，上記ドイツ民事訴訟法第２３条，オーストリア管轄法第９９条等を例示し

ている。草案は，禁止される管轄原因として 「原告の国籍」による管轄（フランス，

など）や「当該国における被告による商業的その他の活動」による管轄（アメリカ

） ，「 。」など を挙げるとともに 被告が所有する財産の当該国における所在又は差押え

を挙げる（第１８条第２項 。ただし，紛争が当該財産に直接関係する場合は除くと）

規定されている。これは，被告所有の財産の所在又は差押えに基づく一般的な管轄

権を禁止するものであり，紛争が直接的に国内に存在するか，又は国内で差し押さ

えられた被告の財産と関連している場合に特別管轄を行使することを禁止するもの

ではないとの趣旨であるとされている（草案に関する「民事及び商事に関する国際

裁判管轄及び外国判決の効力に関する特別委員会報告書 。」）

３ 我が国において財産所在地の国際裁判管轄が問題とされた裁判例はそれほど多く

なく，①財産が若干の商品見本等であり，それらが本邦内に存在したのは偶然の結

果に近いことなどを理由に国際裁判管轄を否定した裁判例として，東京地判昭和３

４・６・１１下級民集１０巻６号１２０４頁，②請求とは関係のない被告の不動産
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に基づき財産所在地の裁判籍を認めた上で，被告と日本との関連性が強いことなど

から管轄を否定すべき特段の事情もないとして国際裁判管轄を肯定した裁判例とし

て，東京地八王子支中間判決平成３・５・２２判タ７５５号２１３頁，③請求とは

関係のない被告の商標権に基づき財産所在地の裁判籍を認めた上で，管轄を否定す

べき特段の事情があるとして国際裁判管轄を否定した裁判例として，東京地判平成

１５・９・２６判タ１１５６号２６８頁がある。

２ 各（注）について

(1) 意見照会の結果

請求の担保の目的の所在地を国際裁判管轄の原因とする規律を置くか否かにつ

いては，意見照会の結果，かかる規律は不要であるとする意見が多数であった。

ただし，外国法制が必ずしも我が国の法制と同様とは限らないことから，規律を

設けてもよいのではないかとの指摘もあった。

他方，船舶債権その他船舶を担保とする債権に基づく訴えについては，意見照

会の結果，被告が船舶所有者でない場合にも国際裁判管轄を認めるべきであるこ

と及び規定の明確化の観点から，規律を置くべきであるとの意見が大多数であっ

た。

(2) これまでの部会での議論

これまでの部会においては，我が国の執行法制上，債務名義がなくとも，担保

権実行の申立てをすることができることから，物的担保の場合には，担保の目的

，の所在により国際裁判管轄が認められるかどうかが問題となる場合は想定できず

かえって「担保」には人的担保も含まれることから，担保目的の所在地による国

際裁判管轄を認めると，保証人が日本に居住することを原因として，外国に居住

する主債務者のみを被告として訴えを提起することなどが懸念されるとされてい

た。また，船舶を担保とする債権については，担保目的による国際裁判管轄に関

する規律を踏まえて議論をするとされていた。

(3) 検討

担保の目的の所在地による管轄は，それ自体が不合理なものというより，むし

ろ，物的担保の実行については債務名義を要しないという我が国の法制による面

が大きいと考えられることから，人的担保の場合以外に担保目的により国際裁判

， 。管轄を認める必要がある場面が想定し得るかについて 更に検討する必要がある

意見照会の結果によっても，物的担保の目的の所在地により管轄権を認める必

要がある具体的な事案は挙げられていなかったが，船舶については，裸傭船者を

被告とする訴えが例として挙げられていた。すなわち，裸傭船契約が存在する船

舶について先取特権を行使し得るとしても，それでは債権が満たされないときに

は，裸傭船者を被告として訴えを提起することが必要となり，被告の財産が日本
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に所在しない場合には，担保の目的の所在地による管轄を認める必要性があると

されている。

以上を踏まえ，請求の担保の目的の所在地による管轄と，船舶を担保とする債

権に基づく訴えについては，どう考えるか。

論点３ 管轄権に関する合意等

※ 管轄権に関する合意等に関する論点として，第３④，第４，第５の規律を審議の対象

とするもの。

第４ 管轄権に関する合意等

１ 管轄権に関する合意

① 当事者は，第一審に限り，訴えを提起することができる日本又は

外国の裁判所を合意により定めることができるものとする。

② 上記①の合意であって，外国の裁判所のみを訴えを提起すること

ができる裁判所として定めるものは，その外国の裁判所が管轄権を

行使することができないときは，無効とするものとする。

③ 上記①の合意は，一定の法律関係に基づく訴えに関し，かつ，書

面でしなければ，その効力を生じないものとする。

④ 上記①の合意がその内容を記録した電磁的記録（電子的方式，磁

気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で

作られる記録であって，電子計算機による情報処理の用に供される

ものをいう ）によってされたときは，その合意は，書面によって。

されたものとみなすものとする。

（補足説明）

１ 意見照会の結果について

本文①から④までについて，概ね異論はなかった。

２ 本文②について

本文②に関連して 意見照会の結果 チサダネ号事件判決が示した基準である 管， ， 「

轄の合意がはなはだしく不合理で公序法に違反するとき」には無効となるという規

律を明文で設けるべきであるという意見が寄せられた。同事件判決は 「管轄の合意，

がはなはだしく不合理で公序法に違反するとき等の場合は格別，原則として有効と

認めるべきである （略）本件管轄約款は （略）公序法に違反する無効なものであ。 ，

るということはできない 」と判示しており，管轄の合意が公の秩序に反する場合に。
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は無効となる（民法第９０条参照）ことが前提とされていると解される。そうする

と，上記のような規律を設けることの意味は 「はなはだしく不合理」な管轄合意は，

公の秩序に反することを明らかにする点にあると思われるが，このような一般的な

規律を設けることの適否は，法制的な観点からの検討を要すると思われる。

（参考）

，１ チサダネ号事件判決と同様の公序良俗違反に関する一般論を判示するものとして

最判平成１８・１１・２７民集６０巻９号３７３２頁は 「不返還特約は （略）学， ，

生の著しい不利益において大学が過大な利益を得ることになるような著しく合理性

を欠くと認められるものでない限り，公序良俗に反するものとはいえない」と判示

している。

２ 現行の法令において「はなはだしく不合理で公の秩序に反する 「著しく不合理」」

「 」「 」 ， ，著しく合理性を欠く はなはだしく不合理 などの用語を用いた例はなく また

民事法分野において「明らかに正義に反する 「著しく正義に反する」などの用語を」

用いた例も見当たらない。

３ 本文③について

意見照会に対し，一方が作成した書面に管轄権に関する合意が記載されており，

その内容を他方が合意している場合も含まれることを明らかにすべきという意見が

寄せられた。

， ， ，この点については 部会資料９に記載したとおり 本文③で定める合意の方式は

法第１１条第２項についてと同様に，合意の成立と内容とが書面によって明らかで

あれば，必ずしも同一書面でされる必要はなく，申込みと承諾とが別個の書面でさ

れてもよいし，申込みは，特定の人に対してだけでなく，一定の権利関係により生

ずる訴訟について当事者となるべき不特定の人に対してもすることができるという

理解を前提としている。

第５ 国際裁判管轄に関する一般的規律

裁判所は，第１から第４までの規律によって日本の裁判所に訴えを

提起することができる場合においても，事案の性質，当事者及び尋問

を受けるべき証人の住所，使用すべき検証物の所在地その他の事情を

考慮して，当事者間の衡平を害し，又は適正かつ迅速な審理の実現を

妨げることとなる特別の事情があると認めるときは，訴えの全部又は

一部を却下することができるものとする。

（補足説明）

１ 意見照会の結果について
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意見照会の結果，いわゆる特段の事情による規律を設けることについては，反対

する意見もあったものの，裁判例において形成されてきたものであり，事案の解決

の具体的妥当性を図る必要からも，本文のような規律を設けることに賛成する意見

が多数であった。

２ 適用範囲について

(1) 第１の規律について

寄せられた意見の中には，第１の規律は，原告が依拠することのできる基本的

な裁判籍であることから，本文の規律の適用対象とすべきではないというものも

あった。

確かに，日本国内に被告の住所がある場合には，本文の規律の適用により訴え

を却下すべき事案はほとんどないと思われるが，例えば，多数の被害者が外国に

所在し，そのうちの一部が日本の法人を日本の裁判所で訴えた事案において，被

告自身が紛争の統一的な解決のため，原告の住所及び被告の営業所のある外国の

裁判所における訴訟の係属を望み，かつ，証拠も当該外国にその多くが所在する

場合なども考えられる。

， ，このように 第１の規律により訴えが日本の裁判所に提起された事案についても

その事実関係は様々であり，本文の規律により訴えを却下することが相当な場合

もあり得ることから，第１の規律により日本の裁判所に訴えが提起された場合も

本文の規律の対象にすべきであると考えるが，どうか。

(2) 第４の規律について

同様に，寄せられた意見の中には，専属的な管轄権に関する合意に基づいて日

本の裁判所に訴えが提起された場合には，本文の規律を適用して訴えを却下する

ことを認めるべきではないというものもあった。

この点については，当事者自治と予測可能性の観点を重視して，日本の裁判所

を指定する専属的な管轄権に関する合意が有効である場合には，本文の規律によ

る訴えの却下を認めないという考え方もあり得るところである。

他方，管轄権に関する合意の有効性と，管轄が認められる場合に具体的事情に

照らし訴えを却下するかどうかの判断は，適正かつ迅速な審理の実現なども含む

異なる観点に基づくものであり，国際裁判管轄が問題となる事案の事実関係は様

々であることも考慮すると，専属的な管轄権に関する合意がある場合も本文の規

律の対象とすべきであるとの考え方もあり得るところである。

この点については，専属的な管轄権に関する合意をどこまで尊重するかという

点にもかかわるが，どう考えるか。

第３ 併合請求における管轄権
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① 一の訴えで数個の請求をする場合において，日本の裁判所が一の

請求について管轄権を有し，他の請求について管轄権を有しないと

きは，一の請求と他の請求との間に密接な関連があるときに限り，

日本の裁判所にその訴えを提起することができるものとする。

② 被告は，日本の裁判所が本訴の目的である請求について管轄権を

有し，反訴の目的である請求について管轄権を有しない場合には，

本訴の目的である請求又は防御の方法と密接に関連する請求を目的

とするときに限り，本訴の係属する日本の裁判所に反訴を提起する

ことができるものとする。

③ 数人からの又は数人に対する訴えで数個の請求をする場合におい

て，日本の裁判所が一の請求について管轄権を有し，他の請求につ

いて管轄権を有しないときは，訴訟の目的である権利又は義務が数

人について共通であるとき，又は同一の事実上及び法律上の原因に

基づくときに限り，日本の裁判所にその訴えを提起することができ

るものとする。

④ 上記①若しくは③の他の請求又は上記②の反訴の目的である請求

に係る訴えについて，

【甲案】日本の法令に日本の裁判所のみが管轄権を行使する旨の定

めがある場合において，管轄権を有することとなる事由が外国

にあるとき

【乙案】日本の法令に日本の裁判所のみが管轄権を行使する旨の定

めがある場合において，管轄権を有することとなる事由が外国

にあるとき，又は外国の裁判所のみを訴えを提起することがで

きる裁判所として定める管轄権に関する合意があるとき

は，上記①から③までの規律は適用しないものとする。

（補足説明）

１ 本文④に関する意見照会の結果について

本文④については，国際的な事案の場合には法廷地の選択に関する当事者間の合

意を重視すべきであるなどの理由から，乙案に賛成する意見が多数であったが，紛

争の統一的な解決の必要性などを理由として，甲案に賛成する意見もあった。

２ 検討

(1) 国内土地管轄では 専属的な管轄の合意があっても裁量移送の対象となるが 法， （

第２０条第１項，第１７条 ，これは，約款や定型の契約書に専属管轄の合意条項）

がある場合には，一般市民は，そのような条項の意味を十分に理解せずに契約す
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， 。 ，ることが多いことなどから その保護を図る必要があるためとされている また

併合に係る請求や反訴の目的である請求について専属的な管轄権に関する合意が

存在する場合であっても，請求の併合又は反訴の提起は妨げられないとされてい

る（法第１３条第１項，第７条，第１４６条第１項第１号 。）

(2) 国際裁判管轄に関しては，国内土地管轄の場合と異なり，移送により当事者間

， ， ，の衡平を図ることができないほか 現在の案では 国際裁判管轄に関する合意は

公の秩序等に反しない限り有効であることを前提とした上で，消費者契約に関す

る訴え及び労働関係に関する訴えについては特則を置いている。これを踏まえ，

本文④は，併合に係る請求や反訴請求について，外国裁判所の専属とする管轄権

に関する合意がある場合について，２つの案を提示するものである。

甲案によれば，請求の併合及び反訴の提起が制限される場合は法定専属管轄に

相当する場合に限定されるので，反訴の目的である請求等について外国裁判所の

専属とする管轄権に関する合意があるとしても，反訴の提起等は妨げられないこ

ととなる（ただし，同請求が別訴として日本の裁判所に提起された場合には，管

轄権に関する合意が有効である限り，訴えは却下されることになる 。甲案は，。）

密接に関連する複数の紛争を同一手続において矛盾抵触なく解決することを重視

するものであり，日本の裁判所の管轄を広く認めた上で，事案における具体的な

事情を考慮し，第５の規律により反訴等を却下する余地を残すものであるという

ことができる。

他方，乙案の考え方によれば，反訴の目的である請求等について外国裁判所の

専属とする管轄権に関する合意がある場合には，その合意が有効と認められる限

り，その請求に係る訴えは却下されることとなる。乙案は，消費者契約・労働関

係に関する訴えについて管轄権に関する合意の特則が設けられていることを踏ま

え，国際的な取引における当事者の予測可能性の重要性も考慮して，事業者間の

紛争の場合には，国際裁判管轄に関する合意の効力を優先させるものである。

以上を踏まえて，本文④については，どう考えるか。

論点４ 国際訴訟競合に関する規律

第７ 国際訴訟競合に関する規律

【甲案】

【Ａ案】

① 外国裁判所に係属する事件と同一の事件について，訴えの提起

があった場合において，外国裁判所に係属する事件が判決によっ

て完結し，その判決が確定して民事訴訟法第１１８条の規定によ
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り効力を有することとなると見込まれるときは，裁判所は，申立

てにより又は職権で，その事件の判決が確定するまで訴訟手続を

中止することができるものとする。

② 上記①の規律による決定に対しては，不服申立てをすることが

できるものとする。

【Ｂ案】

① 外国裁判所に係属する事件と同一の事件について，訴えの提起

があった場合において，外国裁判所に係属する事件が判決によっ

て完結し，その判決が確定して民事訴訟法第１１８条の規定によ

り効力を有することとなると見込まれるときは，裁判所は，その

事件の判決が確定するまで訴訟手続を中止することができるもの

とする。

② 上記①の規律による決定に対しては，不服申立てをすることが

できないものとする。

【乙案】

国際訴訟競合については，特段の規律を置かないものとする。

（補足説明）

１ 意見照会の結果について

意見照会の結果，甲Ａ案及び甲Ｂ案に賛成する意見もあったが，乙案に賛成する

意見が多数であった。ただし，甲案のような厳格な要件を定めた規律を設けること

には反対であるが，裁判所の裁量により中止する旨の規定を設けることを提案する

意見もあり，何らかの規定を設けるべきかどうかとの観点から見ると，賛否は分か

れたところである。

(1) 甲Ａ案に対しては，当事者の手続保障の観点から，中止決定に対する不服申立

てを認めた点を評価する意見がある一方，(ⅰ)中止の要件が厳格で，その判断が

， ，困難ではないか (ⅱ)常に先行する外国訴訟を優先することは不適切ではないか

(ⅲ)中止の申立て及び不服申立てを繰り返すことにより，訴訟の遅延や審理の長

期化を招くのではないか，(ⅳ)外国に甲案と同様の規律がない場合には，日本企

業が不利となり，相互保証の見地から問題があるのではないかなどの指摘がされ

。 ， 。ている 甲Ｂ案に対しても 甲Ａ案に対する(ⅰ)(ⅱ)と同様の指摘がされている

(2) 乙案に対しては，(ⅰ)外国裁判所の訴訟については，原則として，判決の承認

の段階まで考慮する必要はない，(ⅱ)外国裁判所に係属する事件と同一の事件に

ついて，日本での訴訟追行が困難になるようなルールを設けるべきでない，(ⅲ)

外国裁判所の審理状況を見守るのが適切な場合には，期日の間隔を調整するなど
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して対応すれば足り，現在の裁判所の審理の実情にかんがみると，事実上審理が

停止するとの懸念はないなどの意見が寄せられた。

(3) 他方，甲案を採用することには反対しつつも，中止に関する規律自体は設ける

ことが望ましいとの提案も複数寄せられた。これらの提案の中には，裁判所に広

い裁量を与えた上で，同一又は関連する訴訟が外国に係属する場合において，必

要と認めたときは訴訟手続を中止できる旨の規律を設けるべきであるというもの

もある。

２ 検討

甲Ａ案，甲Ｂ案及び乙案については，更に検討をすることが必要であるが，意見

， ，照会の結果及び前回の部会における議論を踏まえ 甲Ｂ案を修正するものとしては

以下のような案が考えられるが，どう考えるか。

【Ｂ－２案】裁判所は，外国裁判所に係属する事件と同一の〔別案：同一又は

関連する〕事件が係属する場合において，外国裁判所における審理の状況

その他の事情を考慮して必要があると認めるときは〔別案：必要があると

認めるときは ，外国裁判所の事件の判決が確定するまで〔別案：４月以内〕

の期間を定めて〕訴訟手続を中止することができるものとする。

この案は，(ⅰ)日本の裁判所と外国の裁判所に係属した事件の先後を問わないこ

， （ ，ととし (ⅱ)適用の対象を外国の裁判所に係属する事件と同一の事件とし 別案は

関連する事件まで範囲を拡大する案である ，(ⅲ)中止の要件の判断について裁判。）

所の裁量を広く認める一方，考慮要因として，外国裁判所における審理の状況を挙

げ（ その他」には，外国の訴訟が確定判決に至る見込み，その承認可能性，日本に「

おける訴訟の審理の状況等の関連する事情が広く含まれる ，(ⅳ)中止の終期を定。）

め（別案は，４か月間の中止期間を定める案である ，(ⅴ)当事者の不服申立権は。）

認めないものとしている。

また，裁判所は，中止の終期にかかわらず，いつでも中止を解除することが可能

であり，中止の判断に当たり，当事者の意見を聴くことは妨げられないことを前提

としている。

論点５ 登記又は登録に関する訴え及び知的財産権に関する訴えの管轄権

第２ 契約上の債務の履行の請求に係る訴え等についての管轄権

９ 登記又は登録に関する訴えの管轄権

登記又は登録に関する訴えは，登記又は登録をすべき地が日本国内

， 。にあるときは 日本の裁判所にのみ提起すべきものとするものとする

（注）
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， 。知的財産権の登録に関する訴えは 登記又は登録に関する訴えに含まれる

（補足説明）

意見照会の結果，登記等に関する訴えについて，登記等をすべき地が日本国内にあ

るときに日本の裁判所に国際裁判管轄を認めることについては異論がなかったが，こ

れを法定専属管轄に相当する規律とすべきかどうかについては，意見が分かれた。

本文に反対する意見は，(ⅰ)外国に所在する不動産の登記等について，日本人間で

紛争が生じた場合，日本の裁判所に訴えを提起することができないのは不都合である

こと，(ⅱ)登記等に関する訴えと不動産に関する訴え（所有権に基づく不動産の引渡

請求等）とを併合して審理することができない場合が生じること，(ⅲ)登記等に関す

る訴えは，私法上の義務を争うものにすぎず，専属管轄とするほどの公益性は認め難

いことなどを理由とする。

これに対し，本文に賛成する意見は，(ⅰ)公示制度は公益性が高いこと，(ⅱ)公示

を行う国の裁判所が迅速かつ適正に判断し得ること，(ⅲ)登記等をすべき国以外に国

際裁判管轄を認めても，判決に基づき登記等をするには，その国の手続が必要となる

ことから迂遠であることなどを理由とする。

このように本文に対しては，賛否が分かれたが，後記参考のとおり，不動産，知的

財産権を問わず，これまで，外国において登記等に関する訴えを提起し，その判決に

基づいて日本の登記・登録機関に登記申請がされた例は見当たらず，外国におけるこ

のような訴えを認める実務上の必要性は必ずしも高いとはいえないと考えられる。ま

， ， ，た 不動産の引渡請求と登記請求とを併合して審理する必要がある場合には むしろ

不動産所在地かつ登記をすべき地のある国の裁判所で併合して審理することが望まし

いとも考えられる。

そこで，これまでの部会における審議等も踏まえ，本文を維持しているが，それで

よいか。

（参考）

１ 外国の知的財産権の登録に係る訴えに関連する裁判例としては，(ⅰ)東京地判平

成５・１０・２２知的財産権関係民事・行政裁判例集２６巻２号７２９頁，その控

訴審である東京高判平成６・７・２０同号７１７頁及びその上告審である最判平成

７・１・２４公刊物未登載，(ⅱ)東京地判平成１５・９・２６最高裁ＨＰ，(ⅲ)東

京地判平成１６・３・４最高裁ＨＰ及びその控訴審である東京高判平成１６・８・

９最高裁ＨＰがある。

このうち(ⅰ)は，原告が，被告との合意に基づき，米国において登録されている

特許権の譲渡登録手続を請求した事案であるが，いずれも，国際裁判管轄は争点と

なっておらず，国際裁判管轄に言及することなく本案判決をしている（結論は請求
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棄却 。また，(ⅲ)は，ヨルダンにおいて登録されている商標権の移転登録の抹消登）

録手続を請求した事案であるが，第１審及び控訴審ともに，国際裁判管轄は争点と

なっておらず，国際裁判管轄に言及することなく本案判決をしている（結論は請求

棄却 。）

これに対し，(ⅱ)は，米国特許権の登録に係る訴えは，専ら同国における特許権

の帰属の問題であって，日本の裁判所の国際裁判管轄を認める余地はないと判示し

ている。

２ 外国判決について執行判決を得て登記又は登録がされた例の有無を調査したとこ

ろ，不動産登記，商業登記のいずれも，外国判決について執行判決を得て登記申請

， 。がされた例はなく 特許権及び著作権の登録申請についても同様とのことであった

11 知的財産権に関する訴えの管轄権

知的財産権（知的財産基本法第２条第２項に規定する知的財産権を

いう ）のうち設定の登録により発生するものの存否又は効力に関す。

る訴えは，その登録の地が日本国内にあるときは，日本の裁判所にの

み提起すべきものとするものとする。

（注）

知的財産権の侵害訴訟等については，特段の規律を置かないものとする。

（補足説明）

１ 意見照会の結果について

本文については，特許の有効性については登録国の裁判所の判断に委ねるべきで

あり，専属管轄とすることについては問題がないなどの理由から，おおむね賛成の

意見が多かった。もっとも，設定の登録により発生する日本の知的財産権の存否又

は効力に関する訴えについて，日本の裁判所にのみ提起すべきとする必要はないの

ではないかとの意見や，その発生に設定の登録を要しない知的財産権についても専

属とすべきではないかとの意見もあった。

（注）については，概ね異論がなく，登録国の裁判所の専属とすべきであるとの

意見はなかった。

２ 本文について

本文の規律については，これに反対する意見も寄せられたが，設定の登録により

発生する知的財産権（特許権等）については，各国の行政処分により付与されるこ

とも多く，その権利の存否や有効性については，登録国の裁判所が最もよく判断す

ることができると考えられる上，登録国以外の国の裁判所が特許権等の無効を確認

する判決をしたとしても，その権利を対世的に無効とするには，通常，その権利が
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登録された国において所定の手続をとることが必要になると考えられる。

そうすると，本文の考え方は合理的であると考えられることから，これまでの部

会における審議等も踏まえ，本文を維持しているが，それでよいか。


